
青少年の健全育成に連携して取り組む。 B
　教育委員会所管の事務事業は概ね計画通り実施され
ているが、青少年健全育成に関する取組は、防犯・非行
防止・まちづくり活動等、広範囲にわたっていることか
ら、関係組織・団体等との更なる連携が必要である。

項目 単位 H30実績 Ｒ１実績 Ｒ2目標

「身近な地域で青少年健全育
成活動が行われている」と答
えた市民の割合（市民意識調
査）

％ 31.1 32.1 50.0

基本事業名

3-1
地域の体制強化

対象

市民

意図

Ｂ
　各実践区では様々な教育
課題に対応する主題を掲げ、
その課題解決のため、創意と
工夫による実践的な活動に取
り組み、地域における課題や
対策の共通認識、地域の子
供たちの健全育成が概ね図
られた。

●
　家庭教育分野について
は、社会変化により新し
い課題が発生することか
ら、継続して事業を実施
する必要があるが、学校
統合により、中学校区単
位での開催の見直しが必
要である。
　また、今後導入が予定
されているコミュニティ・ス
クール制度と整合を図り
ながら、事業のあり方を
検討する必要がある。
〇
　実践区の活動を支える
事務局体制を強化しなが
ら、実践区における効果
的な活動を行うとともに、
地域住民に対し周知を
図りつつ、安定的に継続
した取組を進めていく必
要がある。
　また、実践区の中心と
なる中学校の統合に伴
い、実践区の統合も考え
られることから、地域の実
情等を考慮しながら、組
織再編や事業実施方法
について検討する必要が
ある。

①8

②117

③17.1

①区

②千円

③％

①8

②133

③15.8

①5

②240

③20.0

園児～中学生の子
どもが居る家庭の保
護者、及び任意の教
育関係者等

家庭教育に必要な知識
や手法を学ぶ。

家庭や地域の教育的役割や現代
的課題等に関する多様な学習機
会を提供し、家庭と地域の教育力
の向上を図るため、全小・中学
校、及びこども園・幼稚園・保育園
(計15ヶ所)での保護者を対象とし
た講演会等の開催

・市民
・教育振興運動実践
区

近年の著しい社会情勢
の変化に対応するため、
生涯学習の重要性につ
いて市民の理解を深め、
課題解決に向けた活動
をする。

・地域全体で子どもたちの健全育
成を図る教育振興運動の普及、
啓発のため関係者研修会の開催
・実践区における事業に対しての
補助金交付

①教育課題の解決のために
具体的な活動を実施した実
践区数

②実践区への補助金額

③よりよい地域にするための
地域づくり活動に参加してい
る人の割合（市民意識調査）

成果指標

事務事業名

3-1-1
家庭教育学級

3-1-2
教育振興運動事業

進捗度とその理由等

施策３　青少年健全育成の推進

基本事業１　地域の体制強化

対象 意図 事業内容
H30実績項目 単位 Ｒ１実績 Ｒ2目標

①97.0

②100

①学級に参加して有意義
だったと感じる参加者の割合

②小中学校・保育園等単位
での講演会開催計画数に対
する開催数の比

①％

③％

①91.0

②100

①97.0

②100

成果指標
進捗度とその理由 今後の方向性等

A
　学習内容に対する参加者の
満足度は高い状況にある。

青少年健全育成の推進

１ 地域の体制強化

２ 市民意識の啓発
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基本事業名

3-2
市民意識の啓発

市民

対象 意図

青少年の健全育成の意識を高める。 「青少年健全育成に関心を
持っている」と答えた市民の
割合（市民意識調査）

％ 49.5 48.9 75.0 Ｂ
　子どもたちを取り巻く環境や課題は複雑化しており、学
校だけではなく地域が一体的となって取り組む教育振興
運動実践区の活動や、成人式や少年の主張大会などイ
ベントの開催により、青少年健全育成に対する地域住民
の意識が醸成され、地域課題に対する取組や、関わりを
持つ方々の拡充が図られ、更なる推進体制の強化を図
ることにより、安定的に継続した活動が期待できる。

成果指標
進捗度とその理由等

項目 単位 H30実績 Ｒ１実績 Ｒ2目標

3-2-2
教育振興運動事業
（再掲）

成　果　指　標
進捗度とその理由 今後の方向性等

Ｂ
　青少年健全育成事業は、市
内の各種団体が広範囲にわ
たり取り組んでいるところであ
り、関係者との理解を図りなが
ら、普及・啓発活動に努めて
いる。

Ｂ
　各実践区では様々な教育
課題に対応する主題を掲げ、
その課題解決のため、創意と
工夫による実践的な活動に取
り組み、地域における課題や
対策の共通認識、地域の子
供たちの健全育成が概ね図
られた。

○
　青少年健全育成を所管
する部署が教育委員会
部局と市長部局に分散し
ていることから、効率性の
観点から統合を含め、推
進体制の整備を図る必
要がある。

〇
　実践区の活動を支える
事務局体制を強化しなが
ら、実践区における効果
的な活動を行うとともに、
地域住民に対し周知を
図りつつ、安定的に継続
した取組を進めていく必
要がある。
　また、実践区の中心と
なる中学校の統合に伴
い、実践区の統合も考え
られることから、地域の実
情等を考慮しながら、組
織再編や事業実施方法
について検討する必要が
ある。

2.0

①5

②240

③20.0

①区

②千円

③％

①8

②117

③17.1

①8

②133

③15.8

青少年が社会性を身に
付け健全に育成される環
境をつくる。

・少年の主張大会の運営に参画
・各種イベントの情報提供、照会
等の取りまとめ

（年間の非行少年補導数/対
象指標の青少年の数）の割合

％ 3.1 2.53-2-1
青少年健全育成推
進事業

対象 意図 事業内容
名　　称 単位 H30実績 Ｒ１実績 Ｒ2目標

・市民
・教育振興運動実践
区

近年の著しい社会情勢
の変化に対応するため、
生涯学習の重要性につ
いて市民の理解を深め、
行動する。

関係者研修会の開催、実績等取
りまとめ、事業補助金の交付

①教育課題の解決のために
具体的な活動を実施した実
践区数

②実践区への補助金額

③よりよい地域にするための
地域づくり活動に参加してい
る人の割合（市民意識調査）

関係団体

基本事業２　市民意識の啓発

事務事業名
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☐総括

進捗度とその理由等
項目 単位 H30実績 Ｒ１実績 Ｒ2目標

①非行少年・不良行為少年
検挙・補導人数（大船渡警察
署）

②「青少年健全育成に関心を
持っている」と答えた市民の
割合（市民意識調査）

人

％

65

49.5

31

48.9

26

75.0

B
　地区公民館の各種事業をはじめ、教育振興運動等を
通して子どもたちの豊かな人間性や社会性等を育むとと
もに、生きる力の育成に努めた。
　教育委員会所管の事務事業は、概ね計画通りの成果
が得られているが、青少年健全育成事業については、
非行防止・防犯対策から学校教育・社会教育・まちづくり
活動等、広範囲にわたることから、より効果的に事業を
推進していくためには、更なる関係組織・団体等の連携
が必要である。
　また、非行少年・不良行為少年検挙・補導者数が依然
として多いとともに、「青少年健全育成に関心を持ってい
る」と答えた市民の割合が5割に満たないことから、市民
意識の向上を図るためは、工夫を凝らした普及・啓発活
動等を実施しながら、青少年の健全育成に努める必要
がある。

施策名

　・教育分野の取組と、防犯・非行防止、まちづくり活動等との更なる連携と、効率性の観点から青少年の健全育成を図るための推進体
制の強化
　・地域ぐるみで地域の教育課題の解決に取り組む教育振興運動を継続して推進するため、各実践区の推進体制を強化

課題

3　青少年健全育成の推進 青少年（児童・生徒から
20歳まで）

社会性や社会規範を身につけ、
連帯感を育む

対象 意図
成果指標
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